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ハイライト
大手ゼネコン各社の2022年3月期の決算指標は、厳しい建設業界の環境を
示す結果となったが、今後さらなる逆風にさらされることも。

大手ゼネコン業績推移
2022年3月期（竹中工務店のみ2021年12月期）の決算指標は、対前年比で軒並み増収減
益となり、近年にない厳しい結果となった。

大手ゼネコン10社の直近10期分の業績推
移を(Fig.1）に示す。2015年3月期以降、売
上高は概ね増収傾向で推移しているが、営業
利益額は2018年3月期を境に横ばいまたは減
少傾向となり、特に2022年3月期では、顕著
な減益により赤字転落した会社も出てきた。

また、各社の2023年3月期の見込みにおいては、
収益は緩やかな回復傾向が見込まれているが、
急激な円安による金融引き締めの機運や建設
資材価格の高騰による不動産投資の見合わせ
等の受注環境の悪化によって、さらに厳しい業績
となることも予想される。
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Fig.1 大手ゼネコン各社の業績推移
（売上高・営業利益額）
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受注が収益を生まない背景と今後の動向
各社共、受注繰越高は堅調に推移しているが、完成工事利益率は悪化している。

大手ゼネコン10社の直近10期分の完成工
事高・受注繰越高・完成工事総利益額の推
移を(Fig.2）に示す。各社共、受注繰越高は
直近１年分の完成工事高以上の水準を確保
しているが、近年の首都圏の大型再開発案件
での受注競争の激化による工事収益の悪化や
工事価格に転嫁できていない建設資材価格の
高騰は、完成工事総利益額の減少を招いてい
る。さらに、受注時採算の悪い案件は、今期以
降も引き続き収益悪化要因となる上、建設資
材高による工事収益の圧迫はさらに進むことが

予想されるため、高い収益を生む案件や短期で
の収益に寄与する当期受注・当期売上の中小
規模案件の受注競争が激化することが予想され
る。また、仕入れ資材価格上昇分の工事価格
への転嫁が進むことによって建設物価が上昇する
ことが予想される。

[参考記事]
帝国データバンクは2022年6月8日、中小企業などを対象とし
た価格転嫁の動向に関するアンケート結果を発表した。建設業
における価格転嫁率は41.3％だった。100円分の仕入れコスト
上昇に対して、41.3円分しか工事費に転嫁できていないことを
示している。
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Fig.2 大手ゼネコン各社の業績推移
（完成工事高・受注繰越高・完成工事総利益額）
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（出典：各社決算短信より作成）
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鉄筋コンクリート造の躯体や基礎の施工を担
う鉄筋技能工の人手不足が続いている。直近
4年間の建設技能工の職種毎の過不足率を
示すFig.3では、2022年4月現在、全国すべ
ての職種で不足となっているが、鉄筋工（建
築）の不足率が6.1％と最も大きい。
直近数年間では建設労務費は、顕著な上
昇傾向は見られなかったが、建設技能工の需
給バランスは、市場の労務費の動向に直結する
ため、今後、技能工の不足が常態化する場合
には、労務費の上昇が起こり得るので、注視し
なければならない。

2022年2月に、国交省と建設業4団体は、今
年の技法者賃金水準の共通目標として、「おお
むね３％」の上昇を目指すことで申し合わせた。
日本建設業連合会や全国建設業協会は3月
に策定した22年度事業計画で、技能者の賃上
げによる処遇改善を掲げ、下請契約への反映を
打ち出す。
[参考記事]
2022年4月1日日刊建設工業新聞「22年度スタート_賃上
げ成果求められる年」より引用。10年連続で引き上げられた設
計労務単価が専門工事業で働く技能者に行き渡るよう官民の
取り組みも加速。公共工事の追い風を民間工事にも波及を目
指す。
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（出典：国交省_建設労働需給調査結果（令和4年4月調査）より作成）

Fig.3 8職種の建設技能労働過不足率の推移（全国）
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建設技能労働者過不足率の推移
全国すべての職種で不足となっているが、鉄筋工（建築）の不足率が6.1％と最も大きい。
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鉄筋工（建築）の地域別では、2022年1
月頃から関東で不足率が強まっている。2022
年１月には、不足率12.8%になり、4月時点
で8.5％と減少したものの、ひっ迫状態が続いて
いる。(Fig.4)

鉄筋工事業者は必要な人手確保に苦心して
おり、技能工の慢性的な高齢化の他に、賃金コ
スト抑制のために起用してきた外国人労働者の
多くが、コロナ禍で復職できていないことも要因の
ひとつとされる。
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本資料は、株式会社アクア（以下「当社」といいます）が経済や市況、建設投資環境に関する情報提供のみを目的として作成してお
り、投資勧誘を目的とした資料ではありません。当社はここに記載された情報が十分信頼に足るものとして信じておりますが、その正確性・
完全性を保証するものではありません。本資料に掲載された予測や見通しは、発行時点のものであり、今後予告なしに変更されることがあ
ります。また、本資料を使用することにより生ずるいかなる種類の損失についても、当社は責任を負いませんので、投資の選択や投資時期
の決定等は必ず読者自身で御判断ください。なお、本資料の一部又は全部を問わず、当社の許可なく複製や再配布することを禁じます。
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Fig.4 鉄筋工（建築）の建設技能労働過不足率の推移（地域別）

（出典：国交省_建設労働需給調査結果（令和4年4月調査）より作成）

鉄筋工（建築）の地域別過不足率
関東の不足率が8.5％と最も大きく、鉄筋工のひっ迫状態が続いている
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